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日本中で自分の町に住む人を増やそうという取り組みが行われていますが、それは所詮「とりあい」
です。しかも、大都市や中核都市など、相対的に裕福な町が勝つ競争です。しかし居住人口は増え
なくても、「関係人口」すなわち地域に関わる人は増やせるのです。そして、その知恵や気持ちを
活かせば町が元気になります。独自の知恵で居住人口よりも「関係人口」を増やす。
これが人口減少時代の自治体の姿ではないでしょうか。
ふるさと住民票の取組みは、総務省の検討会で取り上げられるなど、国も注目しています。
ご関心のある自治体や、取組んでみたいと考えている方は是非、お問合せください。

＜ ふるさと住民の取組みに参加・賛同している自治体 ＞

北海道浦河町・ニセコ町・本別町、福島県飯舘村、群馬県太田市・下仁田町、埼玉県和光市

鳥取県日野町、香川県三木町・三豊市、徳島県勝浦町・佐那河内村　（順不同）

多彩なデザイン。広がる関係人口。

参加自治体はそれぞれの取組みを共有するための相
互交流や、 全体での情報発信などのために共通の
「ふるさと住民カード」 を作成しています。

「ふるさと住民」 に提供されるサービスの例

全国で約 550 名が登録

（2017 年 9 月現在）

◎ 活動が始まった自治体
鳥取県日野町

香川県三豊市、 三木町

徳島県勝浦町、 佐那河内村

・広報紙や地域の話題、新聞記事などを送付

・計画や政策へのパブリックコメントへの参加

・公共施設の住民料金での利用

・伝統行事、イベントなどの紹介・案内

・「地域おこし支援員」として活動の場の提供

・登録記念品の進呈

－ふるさと住民に送られる「ふるさと住民カード」－

多くの方が登録できる対象者像 = 『関係人口』を増やす仕組みへ

◎ これまでのふるさと住民票の交付対象は出身の人 / 通勤、 通学している （していた）

人 / ふるさと納税で寄付した人、 その他、 自治体になんらかの縁がある人などですが、

原則として申請者は誰でも 「ふるさと住民」 になることができます。
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